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環境パフォーマンス

製品を作るためには、社外から資材や部品の購入が必要になります。また、社外に加工や組立

の協力をお願いする場合があります。これらの生産活動の場でも、環境負荷の小さい、地球に

優しい努力が望まれます。

さらに、一般事務用品に対しても環境保全の観点から選定基準を策定し、グリーン購入活動を

推進しています。

4.グリーン調達

1）調達部門のグリーン調達活動

①環境保全の社外協力要請

一般資材業者24社、外作加工業者34社に、「環境保全協力の

お願い」を送付して、横河電機の環境方針に沿っていただく

お願いをしています。

②有害物質等の使用実態調査

製造過程での有害物質等の削減の目的で、資材・部品の調達

先や外作加工業者58社に対して、有害物質等の使用実態状況

の調査を行いました。

③取引先評価

上記の協力要請と使用実態調査に基づいて、取引先の評価

を行っています。その結果、一般資材業者には有害物質規制、

省エネ、リサイクル性など、環境に負荷のかからない取り組みを

要請しました。

④外作加工業者訪問指導

外作加工業者7社に対しては、具体的な環境負荷を低減する

ための訪問指導を行いました。

2）社内のグリーン購入活動

製造部門以外でも、社内で使用する紙・文房具／OA機器の

購入に際し、環境保全の観点から「グリーン購入ネットワーク

（GPN）作成のガイドライン」、「国際エネルギースタープログラム

基準」、「武蔵野市のグリーン購入ガイドライン」、「エコマーク」、

「グリーンマーク」などの資料を基に、「紙・文房具の選定基準」、

「OA機器の選定ガイドライン」の二つの社内ルールを制定し

実行しています。

その結果、文房具類等の全117アイテムのうち72アイテムは

エコ対象商品であると判断し、そのなかの変更可能な29商品

（約40％）をリユース品なども含めてエコ商品への転換を図り

ました。今後も対象を拡大しグリーン購入活動へ積極的に

取り組んでいきます。

＜グリーン購入品例＞
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横河グループの物流会社「横河物流サービス（株）」が独自にISO 14001認証を取得し、環境

への影響を配慮した、地球にやさしい物流の実現を目指して取り組んでいます。

また製品の梱包材も、環境保全に配慮した取組みを実施しています。

5.グリーン物流

1）輸送効率向上

輸送効率向上のために以下の4項目を掲げ、環境保全に貢献

する物流を目指しています。同時に、これらの効果を把握する

ための指標として、輸送燃料効率を管理しています。また、工場

内の物流でも、働く人にも地球にもやさしい電動フォークリフトを、

10年以上前から採用しています。

①配車計画

・ 納入ルート／納入時刻を調整し、個別配送から混載配送へ

・ 帰り車の積み荷確保を積極的に進め、空車走行を削減

②アイドリングストップ

・ 無用なアイドリングをやめエコドライブを推進

③車輌整備

・ 車輌点検・整備の励行や適正タイヤ空気圧の確認

④燃費向上

・ スピードの抑制（経済速度で走る）で燃費向上

・ 急加速、急発進をしないことで燃費向上

2）梱包材の環境配慮

製品梱包でも環境保全を考慮し、梱包設計段階から梱包材の

3R（Reduce：削減、Reuse：再利用、Recycle：リサイクル）に

積極的に取り組んでいます。

①パルプモールド

「使用済み紙の再利用」と「発泡プラスチック緩衝材の削減」を

促進するために、パルプモールドを使用しています。古紙を原料

として成形される梱包衝撃材のパルプモールドは、使用後の

処理（リサイクル、焼却等）が容易で、また重ね合せてもかさばら

ないため、輸送効率も高めます。レコーダーや測定器などの外形

が標準化された製品の梱包材として採用しています。

②通い箱・コンテナ

工場内や工場間の素材・部品の移動には、通い箱・コンテナの

有効な使い分けと、クッション材などのリサイクルにより、物流に

ともなう資源の無駄づかい（使い捨て）を抑えるよう努めて

います。

＜パルプモールド梱包＞

＜アイドリングストップのポスター＞

＜通い箱・コンテナ＞
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0.4～0.5�
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環境パフォーマンス

これからの横河電機の製品は、環境調和型設計はもとより、お客様での環境保全活動にも積極的

に貢献できるようなアプリケーションが盛り込まれています。それをグリーンアプリケーションと

呼んでいます。

単体製品では、記録紙の無い記録計（DAQSTATION）、電力・温度を測定記録し制御する記録計

（DARWIN）、電力消費量を監視するパワーモニター、電力品質を解析するパワーアナライザー

（PZ4000）などによる環境保全のアプリケーションを提供します。

また、システム製品では、廃棄物燃焼炉操業での「ダイオキシン類発生防止対策用CO-O2ガス

分析装置（SG400）」といった小規模のものから、製鉄所や製油所での最適制御や効率制御

などによる省エネ・省資源を目的とした「計装制御システム」などの大規模システムを通じた

環境保全アプリケーションを提供します。

6.グリーンアプリケーション

大気汚染防止法、水質汚濁防止法、騒音・振動規制法などの法規制に対しては、さらに厳しい横河

電機独自の自主規制値を定め、管理しています。

98年度の本社工場（準工業地域）と甲府事業所・小峰工場（工業地域）の実測値（最小値～最大

値）は以下のとおりです。

7.法規制への対応
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地域社会への貢献

地域と共生する企業として、各種社会活動に取り組んでいます。

1.武蔵野市との共生活動

1）太陽光発電システムと防災協定

本社工場の屋上に60kWの太陽光発電システムを導入し、

民間では初めての防災対応として注目されています。通常時は、

電力を工場動力の補助として活用していますが、震災時の

ライフライン停止の際にも有効な独立電源として威力を発揮し

ます。発電システムには蓄電池を設け、夜間や雨天時でも照明

設備14時間、通信設備24時間、放送設備12時間、揚水ポンプ

1.8時間分（1人1日約3リットルとして2万人分、約60トン）の電力を

同時に賄うことができます。

武蔵野市との防災協定では、災害時にグランドを開放して避難

所や救援物資の中継基地とすること、社員をボランティアとして

派遣すること、社員用の診療施設、厚生施設の開放など、地域の

ための企業としてできる限りの協力を約束しています。

2）各種の地域活動に参加

①武蔵野市民としての地域活動

本社工場は、武蔵野市からの呼びかけにより「武蔵野市環境市民

会議」「武蔵野市廃棄物市民会議」「武蔵野市まちづくり会議」

などの各種会議に事業者代表のひとりとして積極的に参加し、

ボランティア活動などを通じて地域貢献を推進しています。

②「大木シンボルツリー2000計画」

「2000年代に大木2000本を残そう、育てよう」という、武蔵野市

の地域緑化計画「大木シンボルツリー2000計画」に賛同し、

社内募金によって「泰山木」を本社工場内に植樹しました。

＜泰山木＞
＜太陽光発電システム＞

小峰工場は、東京都あきる野市の小峰工業団地に建設した

最新鋭工場です。建設に際して、東京都環境影響評価（環

境アセスメント）を実施し、加えて都の要求基準を上回る環境

レベルを目指しました。

例えば、「工場排水ゼロの無排水処理システム」、「生活排水の

完全クリーン化」、「騒音・振動の徹底的な抑制」、「景観への

配慮」など、将来を先取りした環境にやさしい工場を実現し、

地域社会との共生を実践しています。

2.あきる野市との共生活動

＜大木シンボルツリー2000計画認定書＞

環境にやさしい工場を実現し、地域社会との共生を実践しています。

＜小峰工場＞
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1）国母工業団地のゼロ・エミッション（廃棄物ゼロ）活動

甲府事業所は、国母工業団地（山梨県）の22社共同リサイクル

によるゼロ・エミッション（廃棄物ゼロ）活動にリーダーとして地域

貢献しています。この先進的な取組みは、1998年度の環境白書

にも取り上げられました。

国母工業団地の産業廃棄物処理研究会（会長：横河電機

石井迪男）では、1992年から環境調和型工業団地を目指した

活動を展開し、第1ステップとして古紙、第2ステップとして廃プラ

スチック、第3ステップとして生ゴミのそれぞれのリサイクル

システムを実現しました。さらに、同工業団地工業会・山梨大学・

山梨県からなる「産学官ゼロ・エミッション推進研究会」を組織

し、ゼロ・エミッションに向けてガス化溶融炉によるリサイクル

発電、その発電を利用した古紙によるパルプモールド製造を

進め、世界初のゼロ・エミッション工業団地の実現と、地域社会

との共生を目指しています。

2）甲府事業所に見学者受け入れ

環境白書や、各種環境関連誌、新聞等によって、国母工業団地

のゼロ・エミッション活動が評価され、1998年度には、各界やマス

コミの方 な々ど900人以上の方々の見学を受入れました。

3）その他の地域活動

国母工業団地の活動を県下に広げた釜無工業団地／甲西

工業団地合同の廃棄物共同処理の会、山梨県環境に関する

推進協議会、明日の山梨を考える会などに積極的に参加し、地域

活動に貢献しています。

＜リサイクルシステム＞

＜甲府事業所＞

3.山梨県との共生活動

山梨県の環境推進地域活動の、リーダーです。

＜従業員による一般ゴミ分別回収システム＞

＜廃棄物分別回収と国母工業団地リサイクルカー＞

古紙再生業者�

22社の古紙集団回収システム� 再生トイレットペーパー�

廃プラ、木屑等の集団回収�

再資源化業者� RDF

セメント工場の燃料�

灰はエコセメント化�

業者又は組合で�
事業化�

有機農産物を各社が�
グリーン購入�

各社がリサイクル購入�

第1�
ステップ�

第2�
ステップ�

第3�
ステップ�

第4�
ステップ�
構想�

第5�
ステップ�

コンポスト化�

社員食堂の生ごみ集団回収� 地域の農家�

調理�
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従来より「環境にやさしい企業」を目指して企業活動を続けてきましたが、環境保全活動に投入

される費用と対費用効果を明確にし、より効果的な環境保全活動を行うために、環境会計導入の

取り組みを始めました。

環境会計

1.環境会計の目的

（1）環境保全活動に係る費用とそれによって得られた効果を

把握することによって、今後の環境保全活動を効果的に

実施するための意思決定の判断材料とします。

（2）株主、顧客、地域住民など利害関係者の方々および社会

一般に広く情報公開を行うことにより、地球環境保全への

取り組み姿勢を示します。

2.対象範囲

98年度は本社工場・甲府事業所・小峰工場の3サイトを対象とし、

将来は、全連結会社を対象とする予定です。

3.基本方針

（1）費用の把握は、99年3月に公表された環境庁のガイドライン

（中間とりまとめ）に概ね準拠しました。

（2）効果の把握は、リサイクル活動にともなう有価物の売却収入

や省エネ活動による電力等の削減額など実際に得られた

もので、かつ客観的な金額の把握が可能なもののみに限定

しました。

4.実績

1998年度（98年4月～99年3月）の費用・効果・投資額の実績は

下表の通りです。

5.今後の課題

（1）99年度はグループ内におけるISO 14001認証取得サイト

（国内7社）にまで対象範囲を拡大します。

（2）費用と効果については、世の中の動きを踏まえて方向を定め

ながら、その項目と定義の見直しを行ないます。

特に、仮定に基づく費用の回避金額や環境調和型製品の

設計効果金額、ビジネスそのものの一定金額を算入すること

について、その妥当性を検討します。

（3）費用と効果の把握のプロセスを確立します。

投資額�

1,040百万円�

省エネ・省資源、公害防止などへの98年度の設備投資総額�

費　用 （償却費含む）�

990百万円�

直接環境負荷低減コスト�
公害防止、廃棄物処理、リサイクルなどに要する費用�

環境に係わる管理的コスト�
環境教育、省エネ・省資源に係わる人件費�
ISO認証取得・維持の費用�

省エネルギーコスト�

製品リサイクルコスト�

環境に係わる研究・開発コスト�

環境関連社会的取組みコスト�

その他コスト�

効　果�

590百万円�

有価物等の売却収入�

エネルギー使用量削減効果�

資源消費量削減効果（紙類、化学物質等）�

廃棄物処理コストの削減効果�

その他効果�

1998年度（98年4月～99年3月）費用・効果・投資額
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環境保全活動のあゆみ

1971年 ：公害防止組織設置

1974年7月 ：都条例に適合する廃液除害施設の設置

1987年5月 ：環境アセスメントへの取り組み開始

1989年10月 ：フロン委員会発足

1991年4月 ：地球環境保全推進室の新設

8月 ：「地球を守ろう」キャンペーン始まる

1992年8月 ：小峰工場環境影響評価実施

1993年2月 ：地球環境委員会・環境担当役員決定

7月 ：環境ボランタリープラン制定

1994年8月 ：環境ボランタリープラン93年度活動成果報告

12月 ：洗浄用特定フロン・トリクロロエタン全廃完了

1995年6月 ：「環境調和型企業を目指す」取締役会決定第一歩として

「ISO 14001認証取得」を決定

環境ボランタリープランをISO 14001のプランに吸収

10月 ：横河電機地球環境委員会発足

1996年3月 ：環境マネジメント基本規程（環境社規）制定

5月 ：各サイト地球環境委員会発足（本社工場、甲府事業所、小峰工場）

各サイト毎ISO 14001認証取得活動開始

1997年4月 ：環境PR社内報「グリーンタイムズ」創刊

7月 ：甲府事業所　ISO 14001認証取得

1998年2月 ：本社工場　ISO 14001認証取得

小峰工場　ISO 14001認証取得

5月 ：蘇州横河　ISO 14001認証取得

6月 ：YOKOGAWA環境カタログ発刊

8月 ：横河フローテック　ISO 14001認証取得

10月 ：横河エレクトリックアジア（シンガポール）　ISO 14001認証取得

1999年1月 ：国際チャート　ISO 14001認証取得

2月 ：横河物流サービス　ISO 14001認証取得


